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1. 緒  言

　マイタケ(Grifola frondosa (Dicks.:Fr.) S.F.

Gray)はヒダナシタケ目タコウキン科に属する木材腐

朽菌であるとともに，東北地方の高冷地や北海道にお

いてミズナラ(Quercus mongolica var. grosserrata

Rehd. et Wils.)の切り株や幹の地際に発生する食用

キノコである｡子実体生産を目的とした空調栽培が本

格的に行われ出した昭和56年度における全国のマイタ

ケ生産量は325トンであり，以後10年以上を経過した

平成5年の生産量は9,618トンに達した｡うち北海道

の生産量は462トンで，全国生産量の5％弱を占めて

いる1)｡

　一般的に，マイタケの空調栽培で使用されるおが粉

の樹種としてはブナが最適で，他にコナラ(Quercus

serrata Thunb.)，ミズナラ，サクラ(Prunus spp.)な

どの広葉樹が適すると報告されている2)｡また，北海

道におけるマイタケ栽培を研究してきた瀧澤は，瓶栽

培による試験結果からシラカンバ(Betula platy-

phylla var. japonica Hara)などのカンバ類のおが
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粉が適し，ミズナラでは子実体収量が低下することを

報告している3）。一方，道内では平成元年ごろからシ

イタケの菌床栽培が盛んになったことで，カンバ類の

おが粉の需要が増加し，カンバ類のおが粉の確保が難

しくなっている。そうした問題を解決する試みとして，

道内で蓄積量の多いナラ類に注目し，ミズナラを用い

たマイタケの袋栽培試験を行った。さらに，マイタケ

の廃培地をマイタケ栽培の培地基材として再利用が可

能か否かも検討した。

　なお，本報告内容は平成6年度の北海道立林産試験

場における技術研修（食用菌の栽培技術）と林業改良

指導員長期専門研修の一環として行い，得られた成果

の内容は第26回日本木材学会北海道支部研究発表会

（1994年10月，札幌市）および平成6年度林業技術研

究発表大会（北海道主催，1995年2月，札幌市）で発

表した。

2．実験方法

2.1 ミズナラを用いた栽培試験
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　供試菌株と供試種菌は林産試験場保存株Gf 80-5（三

笠市で採取した子実体より組織分離）のおが粉種菌を

用いた。栽培培地の組成は，おが粉23％（乾燥重量換

算），フスマ12％（同），水65％とした。おが粉として

は，ミズナラ（以下，ミズナラ培地と呼ぶ）またはダ

ケカンバ（Betula ermanii Cham.，以下カンバ培地と

呼ぶ）を用いた。調製した培地をポリプロピレン製培

養袋に2.5kg充填し，高圧殺菌後に種菌を培養袋あた

り約50g接種した。そして，温度22℃・相対湿度70％

の暗所で29日間培養後，温度28℃・相対湿度70％の

暗所で9日から56日間熟成を行った。所定の培養また

は熟成が終了した菌床を，温度20℃・相対湿度85％・

照度350lx（12時間の間欠照明）の環境下で子実体の

原基形成と生育を行い，管孔が明確になった時点で子

実体を採取し，重量を測定して子実体収量を求めた。

各試験区の供試数は，カンバ培地で56日間熟成を行っ

た試験区が4個，その他の試験区が9～10個とした。

2.2　廃培地を用いた栽培試験

　基本的に2.1の栽培試験と同様に行った。ただし，

おが粉の代りにミズナラ培地またはカンバ培地の廃培

地（いずれも第1表の試験区5）を用い，フスマの代

りにコーンブランを用いた（以下それぞれ，再ナラ培

地または再カバ培地と呼ぶ）。培養期間は31日間，熟

成期間は30日間とした。対照として廃培地の代りに，

ダケカンバおが粉を用いた培地も供試した（以下，

コーンカバ培地と呼ぶ）。

　なお，供試菌床数は5～6個とした。

2.3　菌糸成長測定試験

　PDA粉末（日水製）とミズナラまたはダケカンバの

おが粉抽出液（水道水を用いた5％のおが粉懸濁液を

121℃で60分間オートクレーブして濾別したもの）を

用いて調製したPDA平板培地（直径9cm）を作成した。

これらの培地に，PDA平板培地で前培養し培地ごと切

りだした直径7mmのマイタケの菌体（Gf 80-5および2

種類の市販菌株；N社株とM社株）を接種し，25℃で

8～11日間培養を行って菌そうの成長を観察した。な

お，各試験区のPDA平板培地の供試数は4～5枚とした。

3．結果と考察

3.1 ミズナラを用いた栽培試験

　第1表に栽培試験の結果をまとめて示した。さらに，

第1図には子実体収量と熟成期間の関係を示した。ミ

ズナラ培地では，熟成を30日間行った試験区4の子実

体収量が最も多く613gであった。試験区4の収量に

ついては，試験区5に対して有意差が認められなかっ

たが，その他の試験区に対して1％の危険率で有意差

が認められた。熟成を行っていない試験区1は，収量

が最低であるとともに，子実体の原基形成と生育に多
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くの時間を要したことから，熟成を9日間行った試験

区2より栽培日数が長かった。さらに，子実体原基の

形成前に菌床1個にトリコデルマ（Trichodrema spp.）

とペニシリウム（Penicillium spp.）が発生し子実体

が得られなかった。

　カンバ培地では，試験区2を除いて，熟成期間が長

いほど子実体収量が増加した。しかし，熟成期間が同

程度のミズナラ培地の収量と比較すると，カンバ培地

の収量が低い傾向がみられ，熟成期間が等しい両培地

の試験区5の収量を比較したところ1％の危険率で有

意差が認められた。また，カンバ培地の試験区1～3

において，子実体原基の形成前後にトリコデルマやペ

ニシリウムが発生し，子実体が得られない菌床が2～

3個発生した。なお殺菌後の培地のpHは，ミズナラ培

地が5.0，カンバ培地が5.4であった。

　以上の結果から，マイタケの子実体原基形成温度

（16～24℃）を超える温度で熟成を行う栽培手法3，4）

を併用すれば，ミズナラおが粉はマイタケの栽培に利

用可能であることが示された。

3.2　廃培地を用いた栽培試験

　第2表に栽培試験の結果をまとめて示した。再ナラ

培地，再カバ培地，コーンカバ培地の平均子実体収量

は，それぞれ435，473，329gで対照区が最低の値で

あった。再ナラ培地，再カバ培地ともにコーンカバ培

地に対して1％の危険率で有意差が認められた。栽培

に要した期間はほぼ同じであった。

　再ナラ培地と再カバ培地の子実体収量を，培養およ

び熟成期間がほぼ等しい3.1のカンバ培地試験区4と

比較しても，廃培地を用いた栽培培地の値が高い。し

たがって，マイタケの廃培地については発茸温度を超

える温度で熟成を行う栽培手法において，再度マイタ

ケの栽培に利用可能であると考察された。

3.3　菌糸成長測定試験

　第2図に示したようにGf 80-5の菌そうの成長（培
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養11日間）は，ミズナラの抽出液を添加したPDA平板

培地で最も速く，以下カンバの抽出液を添加したPDA

平板培地，コントロールのPDA平板培地の順であった。

2種類の市販菌株（N社株とM社株，培養8日間）に

ついても同様の傾向が観察された。ミズナラの抽出液

を添加した平板培地，カンバの抽出液を添加したPDA

平板培地，コントロールのPDA平板培地の初発pHは，

それぞれ4.8，5.3，5.6であった。各培地での菌そう

の成長に対して，おが粉抽出液に含まれていた物質に

加えて，こうした培地の初発pHも影響していた可能性

も考えられる。なお，ミズナラとダケカンバのおが粉

抽出液の105℃乾燥固形分含量は，それぞれ0.28と

0.04g/100mlであった。
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